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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　応力加工された基板；
　前記応力加工された基板に熱的に接続されたヒータであって、ヒューズ部を含む前記ヒ
ータ；
　電源；および
　トリガ回路であって：
　トリガ刺激に曝されるとトリガ信号を生成するように構成されたセンサ；
　前記トリガ信号によって起動されたときに前記電源を前記ヒータに電気的に接続するよ
うに構成されたスイッチ
　を含む、前記トリガ回路
を含む、デバイスであって、
前記電源に所定時間電気的に接続されると、前記ヒータの前記ヒューズ部は加熱されて破
壊するように構成され、前記応力加工された基板は前記ヒューズ部が破壊した後の冷却フ
ェーズの間に破砕するように構成されている、前記デバイス。
【請求項２】
　前記センサは、フォトダイオードであり、前記フォトダイオードは：
　前記基板上に配設され、前記フォトダイオードの第１のリードを形成するために前記基
板上に延びる第１の電極層；
　前記第１の電極層上に配設された第１のドープ層；
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　前記第１のドープ層にわたって配設された第２の反対のドープ層であって、前記第１お
よび第２のドープ層が、前記フォトダイオードの活性領域の少なくとも一部を形成するド
ープ層；および
　前記第２のドープ層上に配設された第２の電極層であって、前記第２のドープ層および
前記第２の電極層が、前記フォトダイオードの第２のリードを形成するために前記基板上
に延びる第２の電極層
　を含む、請求項１に記載のデバイス。
【請求項３】
　前記第１および第２のリードは、前記フォトダイオードの前記活性領域を前記デバイス
の周辺に電気的に接続し、１つまたは複数の外部電子デバイスと通信する外部リードに接
続されるように構成される、請求項２に記載のデバイス。
【請求項４】
　トリガ刺激への曝露に応答してトリガ信号を生成する工程；
　前記トリガ信号に応答して、電源を応力加工された基板と熱接触しているヒータに接続
するスイッチを起動する工程であって、前記ヒータがヒューズ部を含む前記工程；
　前記ヒータの前記ヒューズ部が、電源に所定時間接続された後に、加熱されて破壊する
工程；および
　前記応力加工された基板が、前記ヒータの前記ヒューズ部が破壊した後の冷却フェーズ
の間に破砕する工程
　を含む方法。
【請求項５】
　前記トリガ刺激が、不正操作現象によって引き起こされる、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　前記トリガ刺激は、光である方法であって、前記光源を前記光に敏感なセンサに向ける
工程をさらに含む、請求項４に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、概して、自己破壊基板を含むデバイス、ならびに関連する方法およびシステ
ムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　制御されたトリガ可能な様式で物理的に自己破壊することができる電子システムは、セ
キュリティおよびサプライチェーン・インテグリティを維持するなどの様々な用途に有用
である。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００３】
　いくつかの実施形態は、応力負荷された基板に熱的に接続されたヒータを有する応力負
荷された基板を含む自己破壊デバイスに関する。このデバイスは、電源およびトリガ回路
を含む。トリガ回路は、センサおよびスイッチを含む。センサは、トリガ刺激に曝される
とトリガ信号を生成するように構成される。スイッチは、トリガ信号によって起動された
ときに電源をヒータに接続するように構成され、これにより、ヒータが応力負荷された基
板の自己破壊を開始するのに十分な熱を発生させる。
【０００４】
　いくつかの実施形態によれば、方法は、トリガ刺激への曝露に応答してトリガ信号を生
成する工程を含む。電源は、トリガ信号に応答してヒータに接続される。応力負荷された
基板は、電源がヒータに接続された後に加熱され、応力負荷された基板の自己破壊を開始
するのに十分な程度に応力負荷された基板に損傷を与える。
【０００５】
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　いくつかの実施形態は、フォトダイオードを作製する方法に関する。第１の電極層が基
板上に堆積される。活性領域の第１のドープ層は、第１の電極層上に堆積される。真性層
が第１のドープ層上に堆積される。活性領域の第２のドープ層は、真性層の上に堆積され
る。第２の電極層は、第２のドープ層上に堆積される。第１の電極層、第１のドープ層、
真性層、第２のドープ層および第２の電極層は、２つ以下のマスク工程でフォトダイオー
ドを形成するようにパターニングされる。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１Ａ】図１Ａは、いくつかの実施形態による自己破壊デバイスの１つのバージョンを
示す。
【図１Ｂ】図１Ｂは、いくつかの実施形態による自己破壊デバイスの１つのバージョンを
示す。
【図１Ｃ】図１Ｃは、いくつかの実施形態による自己破壊デバイスの１つのバージョンを
示す。
【図１Ｄ】図１Ｄは、いくつかの実施形態による応力加工された基板を含むデバイスの断
面図を示す。
【図２】いくつかの実施形態による、図１Ａおよび図１Ｂに示す自己破壊デバイスを使用
する方法を示すフロー図である。
【図３Ａ】図３Ａは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第１の
方法を示す。
【図３Ｂ】図３Ｂは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第１の
方法を示す。
【図３Ｃ】図３Ｃは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第１の
方法を示す。
【図３Ｄ】図３Ｄは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第１の
方法を示す。
【図３Ｅ】図３Ｅは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第１の
方法を示す。
【図４Ａ】図４Ａは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第２の
方法を示す。
【図４Ｂ】図４Ｂは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第２の
方法を示す。
【図４Ｃ】図４Ｃは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第２の
方法を示す。
【図４Ｄ】図４Ｄは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第２の
方法を示す。
【図４Ｅ】図４Ｅは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第２の
方法を示す。
【図５Ａ】図５Ａは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第３の
方法を示す。
【図５Ｂ】図５Ｂは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第３の
方法を示す。
【図５Ｃ】図５Ｃは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第３の
方法を示す。
【図５Ｄ】図５Ｄは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第３の
方法を示す。
【図５Ｅ】図５Ｅは、いくつかの実施形態による応力加工された基板が製作される第３の
方法を示す。
【図６】図６Ａ、図６Ｂは、いくつかの実施形態による図１Ａおよび図１Ｂに示される自
己破壊デバイスのセンサとして使用されるｐ－ｉ－ｎフォトダイオードの断面図である。
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【図７Ａ】図７Ａは、いくつかの実施形態による、応力負荷された基板上に配設されたヒ
ータおよびフォトダイオードの上面図を示す。
【図７Ｂ】図７Ｂは、いくつかの実施形態による、ヒータ、フォトダイオード、およびフ
ォトダイオードリードの線Ｂ－Ｂ’を通る断面を示す。
【図８】図８は、いくつかの実施形態による、応力負荷された基板上に配設された異なる
横断面積を有する、集積フォトダイオード８００および２つのテストヒータを含むテスト
構造の写真である。
【図９】図９は、光検出器が暗い所にある場合、明るい蛍光灯室内で周囲光に曝露される
場合、近接して明るい携帯電話ＬＥＤフラッシュライトで照射される場合、典型的な５ｍ
Ｗ緑色レーザポインタで照射される場合の光電流応答を示す。
【図１０】いくつかの実施形態による光検出器の製造プロセスを示すフロー図である。
【図１１Ａ】図１１Ａは、光検出器の製造プロセスを示す上面図を図示する。
【図１１Ｂ】図１１Ｂは、光検出器の製造プロセスを示す上面図を図示する。
【図１２Ａ】図１２Ａは、本明細書に開示された実施形態による自己破壊デバイスの回路
図を提供する。
【図１２Ｂ】図１２Ｂは、本明細書に開示された実施形態による自己破壊デバイスの別の
回路図を提供する。
【図１３】図１３は、図１２の回路の様々な場所に配設され、自己破壊プロセスを監視す
る電気試験プローブの図を示す。
【図１４】図１４は、自己破壊プロセス中の様々な時間における対応するオシロスコープ
信号（ＣＨ１、ＣＨ２、ＣＨ３）を示す。
【図１５Ａ】図１５Ａは、基板の光学的にトリガされた自己破壊を示す一連の時間経過写
真である。
【図１５Ｂ】図１５Ｂは、基板の光学的にトリガされた自己破壊を示す一連の時間経過写
真である。
【図１５Ｃ】図１５Ｃは、基板の光学的にトリガされた自己破壊を示す一連の時間経過写
真である。
【図１５Ｄ】図１５Ｄは、基板の光学的にトリガされた自己破壊を示す一連の時間経過写
真である。
【図１６Ａ】図１６Ａは、ＲＦ信号によってトリガされた基板のトリガされた自己破壊を
示す一連の時間経過写真である。
【図１６Ｂ】図１６Ｂは、ＲＦ信号によってトリガされた基板のトリガされた自己破壊を
示す一連の時間経過写真である。
【図１６Ｃ】図１６Ｃは、ＲＦ信号によってトリガされた基板のトリガされた自己破壊を
示す一連の時間経過写真である。
【図１６Ｄ】図１６Ｄは、ＲＦ信号によってトリガされた基板のトリガされた自己破壊を
示す一連の時間経過写真である。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　図は必ずしも正確な縮尺ではない。図で使用される同様の数字は、同様の構成要素を指
す。しかしながら、所与の図においてある構成要素を指すためにある数字を使用すること
は、同じ数字で標識された別の図の構成要素を制限することを意図するものではないこと
が理解される。
【０００８】
　本明細書に開示された実施形態は、制御されたトリガ可能な様式で小片に破砕すること
によって自己破壊することができる電子デバイスに関する。本明細書で開示されるデバイ
スおよび方法は、政府のセキュリティおよびサプライチェーン・インテグリティなどの様
々な用途において有用である。
【０００９】
　図１Ａ、図１Ｂおよび図１Ｃは、トリガ刺激に応答して自己破壊するように構成された
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３つのバージョンの自己破壊デバイス１０１、１０２、１０３を示す。自己破壊デバイス
１０１、１０２、１０３は、抵抗ヒータ１２０を有する応力負荷された基板１１０を含む
。ヒータ１２０は、応力負荷された基板１１０に熱的に接続されている。いくつかの実施
形態では、ヒータは電流を流すことによって作動される抵抗導電膜である。他の実施形態
では、ヒータは、高周波結合マイクロ波によって作動される。さらに別の実施形態では、
ヒータは、強いレーザビームによって作動される光吸収体である。抵抗導電膜の実施形態
では、ヒータは、温度が十分に高い値に達したときに破断する薄膜ヒューズとすることが
できる。
【００１０】
　トリガ回路１３０は、トリガ刺激への曝露に応答してヒータ１２０を電源１４０に接続
させるように構成される。トリガ回路１３０は、センサ１３１およびスイッチ１３２を含
む。センサ１３１は、トリガ刺激に曝されるとトリガ信号を生成する。トリガ信号による
起動後、スイッチ１３２は、電源１４０をヒータ１２０に電気的に接続する。ヒータ１２
０は、電源１４０によって作動されると、応力負荷された基板１１０の自己破壊を開始さ
せるのに十分な熱を発生する。応力負荷された基板１１０は、多くの部分に破砕すること
によって自己破壊するように加工される。いくつかの実施形態では、破砕動力学は基板１
１０が粉末化によって自己破壊するように設計され、ここで破砕片は、大部分の粒子が約
９００μｍ未満、約５００μｍ未満、またはさらには約１００μｍ未満の長さ、幅および
高さ寸法を有するような小粒子である。
【００１１】
　図１Ａに示されるデバイス１０１の１つのバージョンでは、センサ１３１およびスイッ
チ１３２は、応力負荷された基板１１０上に配置される。図１Ｂに示すデバイス１０２の
別の変形例では、スイッチ１３２は、応力負荷された基板１１０上に配置されていない。
図１Ｃに示すデバイス１０３のさらに別のバージョンでは、センサ１３１もスイッチ１３
２も、応力負荷された基板１１０上に配置されていない。場合により、自己破壊デバイス
１０１、１０２、１０３のいずれかのバージョンにおいて、１つ以上の構成要素１５０、
例えば電子構成要素が、応力負荷された基板１１０上に配置されてもよく、こうして応力
負荷された基板１１０が自己破壊するときにこの構成要素１５０も破壊される。いくつか
の実施では、１つ以上の構成要素１５０は、暗号鍵を生成または格納する集積回路を含ん
でいてもよい。集積回路が破壊される場合、プロセッサまたは他のシステム構成要素はア
クセス不能または非機能になる。
【００１２】
　応力負荷された基板１１０を準備する際に使用されるプロセス、例えば化学テンパリン
グは、支持基板１１０の厚さ内に大きな応力勾配を与える。この蓄積された機械的エネル
ギーは、ヒータ付近の局所的な領域が加熱されて損傷すると急激に放出される。結果とし
て生じる衝撃波は、基板１１０を破砕させる。
【００１３】
　図１Ａの線Ａ－Ａ’を通って取られた図１Ｄの断面図に示されるように、応力負荷され
た基板１１０は、残留引張応力を有する少なくとも１つの引張応力層１１５および残留圧
縮応力を有する少なくとも１つの圧縮応力層１１６を含むウェハ状構造であってもよい。
引張応力層１１５および圧縮応力層１１６（本明細書において集合的に「応力加工層」と
称する）は、残留引張応力および圧縮応力が自己平衡し、応力勾配を生成するように動作
可能に一体的に共に接続され得る。以下でさらに詳細に説明するように、応力加工層１１
６および１１５は、ガラステンパリング（例えば、熱または化学処理による方法）と同様
の方法を用いて基板材料を後処理することによって、または堆積パラメータ（すなわち、
温度、圧力、化学）を変化させて、層が組み込まれた相当な応力勾配を集合的に含むよう
にする蒸着技術（例えば化学蒸着技術）を用いて基板層を堆積させることによって、製作
されてもよい。図１Ｄに示される応力加工層１１６および１１５の配置は、１つ以上の応
力負荷されたおよび／または応力負荷されていない基板層が、２つの応力加工層の上およ
び／または間に配設され得ることに限定されないことを意図していることに留意する。
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【００１４】
　図２は、図１Ａ～図１Ｄに示す自己破壊デバイス１０１、１０２、１０３の使用方法を
示すフロー図である。トリガ刺激に対するセンサの曝露に応答して、センサによってトリ
ガ信号が生成される２１０。トリガ信号は、電源をヒータに接続するためにスイッチを起
動する制御信号である２２０。ヒータは、応力負荷された基板をヒータの近くの局所的な
領域で加熱する２３０。加熱された領域は損傷を受け、次いで基板破砕を介して蓄積され
た機械的エネルギーの迅速な放出を開始する２４０。いくつかの実施形態では、加熱段階
の後の後続冷却により、応力負荷された基板に伝播する破砕を開始させ、応力負荷された
基板を多くの部分に分解して自己破壊させる。
【００１５】
　種々の方法を用いて、応力負荷された基板１１０を生成してもよい。１つの例のアプロ
ーチは、薄膜スパッタ堆積を含む。薄膜スパッタ堆積では、一般に２つの異なる領域が識
別されることができ、非常に異なる膜のモルホロジーおよび特徴をもたらし、圧縮応力ま
たは引張応力のいずれかを生じる。金属は、機能（例えば、電気的特性）、その構造的性
質（例えば、延性）、および導電性スパッタターゲットが単純で高収率のグロー放電ＤＣ
マグネトロンスパッタリングプロセスを可能にするという事実のために使用されることが
多い。しかしながら、応力加工された金属酸化物およびガラス（酸化ケイ素）も同様にス
パッタリングすることができる。これらの絶縁膜または半導体膜は、高周波（ＲＦ）スパ
ッタリングまたは混合不活性／反応性ガスプラズマ（例えば、アルゴン／酸素）中の反応
性スパッタリングのいずれかによってスパッタ堆積させることができる。
【００１６】
　小さなフラグメンテーション粒子を生じる応力負荷された基板の信頼できる粉末化を達
成するために、応力負荷された支持基板を生成する方法は、応力加工された薄膜製作技術
をイオン交換テンパリングと適合させて、基板、例えばガラス（ＳｉＯ２）基板中に応力
プロファイルを生成する工程を含む。
【００１７】
　図３Ａ～図３Ｅは、プラズマ蒸着（ＰＶＤ）技術を用いて完全に生成されたパターニン
グされたＳｉＯ２応力負荷された支持基板によって応力負荷された支持基板３１０Ａが構
築される第１の方法を示す。この方法は、応力負荷された支持基板に生成される特定の応
力プロファイルを高度に制御し、応力負荷された支持基板の厚さ寸法を通してガラス配合
およびモルホロジーを連続的に制御する。ウェハ３００（例えば、シリコンまたは他の材
料）は、剥離層３１０（最も可能性が高いのは金属）でコーティングされる。次いで図３
Ｂにおいて、マスク３２０が開口部３２２を画定するように、厚いリフトオフマスク３２
０が剥離層３１０上にパターニングされる。ウェハ３００、剥離層３１０、およびマスク
３２０は、犠牲構造を形成することに留意する。次に、図３Ｃおよび図３Ｄを参照して、
ＰＶＤ処理を用いて開口部３２２内に応力加工層３１０Ａ－１および３１０Ａ－２を形成
し、例えばプロセスパラメータ（例えば、異なる温度Ｔ１およびＴ２および／または圧力
Ｐ１およびＰ２を使用して）を変更することによって、堆積した基板材料３３０－１およ
び３３０－２中に応力を配置する。最後に、図３Ｅに示すように、次にマスクを持ち上げ
、応力負荷された基板３１０Ａ－１を、剥離層をアンダーエッチングすることによって残
りの犠牲構造から個片化する（取り除く）。
【００１８】
　図４Ａ～図４Ｅは、ＰＶＤ技術を用いて、薄いガラスコア上にパターニングされたＳｉ
Ｏ２によって応力負荷された支持基板４１０Ｂを構築する第２の方法を示す。この方法は
、応力負荷された支持基板内に生成された特定の応力プロファイルを高度に制御する。図
４Ａを参照すると、プロセスは、２５μｍ～１００μｍの範囲内の厚さＴ０を有する実質
的に応力負荷されていないガラスコア基板４１０Ｂ－０を使用して開始する。適切なガラ
スコア基板は現在、Ｓｃｈｏｔｔ　Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａ，Ｉｎｃ．（Ｅｌｍｓｆ
ｏｒｄ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，ＵＳＡ）によって製造されている。図４Ｂ～図４Ｅを参照し
て、次いでＳｉＯ２は、上述の方法と同様の方法を使用して、ＰＶＤを介してコア基板４
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１０Ｂ－０の側面に交互堆積される。具体的には、図４Ｂは、コア基板４１０Ｂ－０上に
応力加工層４１０Ｂ－１１を形成する様式での材料４３０－１の堆積を示す。図４Ｃは、
コア基板４１０Ｂ－０の反対側に応力加工層４１０Ｂ－２１を形成する様式での材料４３
０－２の堆積を示す。図４Ｄは、コア層４１０Ｂ－１１上に応力加工層４１０Ｂ－１２を
形成する様式での材料４３０－１の後続堆積を示し、図４Ｅは、応力加工層４１０Ｂ－２
２層４１０Ｂ－２１を形成する様式で材料４３０－２の堆積を示す。図４Ｅは、応力加工
層４１０Ｂ－１１、４１０Ｂ－２１および４１０Ｂ－２２がその上に形成されたコア基板
（中央の実質的に応力のない層）４１０Ｂ－０を含む完成した応力負荷された支持基板４
１０Ｂを示す。
【００１９】
　図５Ａ～図５Ｅは、コア基板をイオン交換テンパリング処理、化学処理および熱処理の
１つに供することにより応力負荷された基板５１０Ｃを製造する第３の方法を示す。具体
的には、溶融塩イオン交換によりコア基板に種々の応力プロファイルを導入するイオン交
換テンパリング処理の一例を図５Ａから図５Ｅに示す。図５Ａは、溶融塩溶液５５５を収
容する槽５５０上のコア基板５１０Ｃ－０を示す。図５Ｂは溶融塩溶液５５５に浸漬され
た直後のコア基板５１０Ｃ－０を示し、図５Ｃは溶融塩溶液５５５に浸漬された第１の時
間後のコア基板５１０Ｃ－０を示し、ここで第１の応力加工層５１０Ｃ－１が形成され、
図５Ｄは、第１の応力加工層５１０Ｃ－１上に第２の応力加工層５１０Ｃ－２が形成され
た溶融塩溶液５５５中の第２の浸漬時間後の構造を示す。図５Ｅは、中央コア基板５１０
Ｃ－０および応力加工層５１０Ｃ－１および５１０Ｃ－２を含む完成した応力負荷された
支持基板５１０Ｃを示す。
【００２０】
　第４の方法によれば、上記の第２および第３の方法のハイブリッドが用いられ、ここで
ダイシングされた薄いガラスコア基板はイオン交換テンパリングされ、その後、ＳｉＯ２

の多層がテンパリングされた基板上に堆積され、誘導応力をさらに増大させる。
【００２１】
　様々な実施形態において図１Ａから図１Ｄを再び参照すると、センサ１３１は、電磁放
射線（例えば、高周波数（ＲＦ）放射線、赤外線（ＩＲ放射）、可視光、紫外（ＵＶ）放
射線、Ｘ線放射線など）、振動、化学薬品、蒸気、ガス、音、温度、時間、湿気、環境条
件などの種々のトリガ刺激を感知するように構成されてもよい。トリガ刺激が可視光であ
る実施形態では、センサは、太陽光または室内光などの広帯域光または緑色、赤色、また
は青色可視光などの狭帯域光への曝露に応答してトリガ信号を生成するように構成されて
もよい。例えば、緑色光、赤色光、または青色光は、レーザによって生成されてもよい。
【００２２】
　いくつかの実施形態では、センサ１３１は、不正操作事象を検出するように構成される
。例えば、不正操作事象は、デバイスがパッケージカバーの除去に使用される化学薬品に
曝された場合、デバイスが閾値振動を超えて振動した場合、および／または発生するＸ線
でスヌーピングする場合に検出され得る。
【００２３】
　いくつかの実施形態では、センサ１３１は時計からの時間を感知する。タイマがオフに
なると、スイッチをトリガする電流または電圧トリガ信号が生成される。
【００２４】
　多くの実施形態では、センサ１３１はフォトダイオード、例えばｐｎ接合ダイオードま
たはｐ－ｉ－ｎダイオードであり、トリガ信号は可視光または他の電磁放射線に応答して
フォトダイオードによって生成される光電流である。図６Ａは、いくつかの実施形態によ
る図１Ａ～図１Ｄに示される自己破壊デバイス１０１、１０２、１０３のセンサ１３１と
して使用され得るｐ－ｉ－ｎフォトダイオードセンサ６００の断面図であり、図６Ｂは、
いくつかの実施形態による図１Ａ～図１Ｄに示される自己破壊デバイス１０１、１０２、
１０３のセンサ１３１として使用され得るｐ－ｉ－ｎフォトダイオードセンサ６００の上
面図である。
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【００２５】
　フォトダイオード６００は、応力負荷された基板６１０の上に配設された第１の電極層
６２０を含む。第１の電極層６２０は、フォトダイオード６００の第１のリード１３３を
形成するために基板６１０上に延びる。第１のドープ層６３０、例えば、ｎドープされた
非晶質シリコン層は、第１の電極層６２０の上に配設される。真性層６４０、例えば、ド
ープされていない非晶質シリコン層が、第１のドープ層６３０と、反対にドープされた第
２のドープ層６５０、例えばｐドープ非晶質シリコン層との間に配設される。第１のドー
プ層６３０、真性層６４０、および第２のドープ層６５０は、ｐ－ｉ－ｎダイオード６０
０の活性領域６７０を形成する。
【００２６】
　第２の電極層６６０は、第２のドープ層６５０の上に配設される。
　第２の電極層６６０は、フォトダイオード６００をオンにする刺激光を実質的に透過す
る。例えば、第２の電極層６６０は、刺激光の波長で５０％より大きい光透過率を有する
ことができる。第２の電極層６６０に適した材料は、伝導性酸化物、例えばインジウムス
ズ酸化物（ＩＴＯ）、導電性ポリマー、金属グリッド、カーボンナノチューブ（ＣＮＴ）
、グラフェン、ワイヤメッシュ、金属薄膜および／または必要な光学透過率を有する他の
伝導体を含む。デバイス６００は、活性領域に到達する光の波長の帯域を狭める光学フィ
ルタを含んでいてもよい。例えば、いくつかの実施形態では、適切な厚さを有する第２の
電極層、例えばＩＴＯ層は、所望のトリガ刺激の波長帯域の外側にある光の波長を実質的
に減衰させ、所望のトリガ刺激の波長帯域内にある光の波長を実質的に通過させる光学フ
ィルタを提供する。
【００２７】
　第２の電極層６６０、第２のドープ層６５０、および真性層６４０は、基板６１０の上
に延び、フォトダイオード６００の第２のリード１３４を形成する。いくつかの実施形態
では、ｎドープ層はｎドープ非晶質シリコン（ａ－Ｓｉ）を含み、ｐドープ層はｐドープ
ａ－Ｓｉを含み、および／または真性層は真性ａ－Ｓｉを含む。図６の例は、ｐ－ｉ－ｎ
ダイオードを示しているが、いくつかの実施形態では、真性層を有さないｐｎ接合によっ
てフォトダイオードを形成してもよいことが理解される。
【００２８】
　いくつかの実施形態では、ｐ－ｉ－ｎ光検出器の真性層６４０は、プラズマ強化化学蒸
着（ＰＥＣＶＤ）によって堆積された６００ｎｍ厚の真性ａ－Ｓｉである。ｎ層６３０は
、ＰＥＣＶＤによって堆積された１２０ｎｍ厚のリンドープａ－Ｓｉであり、ｐ層６５０
は、ＰＥＣＶＤによって堆積された２０ｎｍ厚のホウ素ドープａ－Ｓｉである。この上面
のｐ層６５０は、検出される光の光吸収を最小にするために非常に薄く設計されている。
ｎ電極６２０は、スパッタリングにより堆積された２００ｎｍ厚のＭｏＣｒ合金であり、
ｐ電極６６０は、検出される光の波長を透過させるのに最適な光学的厚さで設計された５
５ｎｍ厚のインジウムスズ酸化物（ＩＴＯ）である。
【００２９】
　再び図１Ａおよび図６を参照すると、いくつかの実施形態では、第１のリード１３３お
よび第２のリード１３２は、フォトダイオード６００の活性領域をスイッチ１３２、電源
１４０および／またはヒータ１２０に電気的に接続し、センサ１３１、６００およびスイ
ッチ１３２は、応力負荷された基板１１０の表面上に配設される。
【００３０】
　いくつかの実施形態では、第１のリード１３３および第２のリード１３２は、図１Ｂに
示すように、フォトダイオード６００の活性領域をデバイスの周辺に電気的に接続する。
例えば、リード１３３、１３４は、基板１１０上に配設されていない１つ以上の外部に位
置する電子デバイス、例えば、電源１４０およびスイッチ１３２と通信する外部ワイヤ１
３６に接続されるように構成されてもよい。いくつかの実施形態では、第１の電極層６２
０（第１のリード１３３）およびヒータ１２０は、同じ材料で作られる。
【００３１】
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　バリア層などの接着促進表面６１５は、基板６１０と、フォトダイオード６００の第１
の電極層６２０および／または真性層６４０ならびに／あるいはヒータとの間に任意に配
設されてもよい。一実施形態では、バリア層は、応力加工された基板のイオンリッチな表
面への膜接着を高める３００ｎｍ厚のＰＥＣＶＤ堆積ＳｉＯ２バリア層を含む。図６Ａに
示される真性層６４０（真性ａ－Ｓｉ）は、応力加工された基板６１０に十分に接着でき
ず、この状況では、真性層が堆積される前にバリア層６１５が応力負荷される基板上に堆
積されない場合は、膜のスタックにクラックが生じ得る。バリア層６１５がなければ、イ
オン交換された応力加工されたガラス基板は、ガラス６１０と光検出器層６２０、６４０
との間の界面にバブリングを引き起こす可能性がある。バリア層６１５に適した材料は、
二酸化ケイ素（ＳｉＯ２）、窒化ケイ素（ＳｉＮ）、および酸窒化ケイ素（ＳｉＯＮ）の
１つ以上を含む。バリア層６１５は、例えば、３００ｎｍを超える、５００ｎｍを超える
または２００ｎｍ～７００ｎｍの厚さを有していてもよい。
【００３２】
　図１Ａおよび図１Ｂに示されるヒータ１２０は、所定の温度で破壊するように構成され
たヒューズ部を含んでいてもよい。図７Ａは、いくつかの実施形態による、応力負荷され
た基板７１０上に配設されたヒータ７２０およびフォトダイオード６００の上面図を示す
。図７Ｂは、ヒータ７２０、フォトダイオード６００、およびフォトダイオードリード１
３３、１３４の線Ｂ－Ｂ’を通る断面を示す。
【００３３】
　ヒータ７２０は、ヒューズ部７２１と、ヒューズ部７２１の端部に接続されたヒータリ
ード７２２とを含む。ヒューズ部７２１は、ヒューズとして動作する抵抗膜である。ヒュ
ーズ部７２１は所定の温度に加熱される場合に破断（溶断）するように設計されており、
これはヒータ７２０が電源に所定時間接続された後に生じる。
【００３４】
　薄膜ヒータ７２０は、様々な材料から製作できる。可能な材料としては、ＭｏＣｒ、Ｃ
ｕおよびＭｇが挙げられる。ヒータ７２０が起動されると、ヒューズ部７２１は、ヒータ
材料が破断（溶断）するまで温度が上昇する。次いで、基板７１０は、ヒータが溶断した
後の冷却サイクルの間に崩壊する。ヒータ７２０の膜厚は、ヒータ７２０が溶断前に十分
な時間にわたって供給電力に耐えるのに十分な厚さでなければならない。ヒータが早期に
溶断すると、自己破壊プロセスをトリガするために温度が適切に上がらない。従って、ヒ
ータ材料、インピーダンス値、および膜厚の選択を考慮する必要がある。
【００３５】
　線Ｃ－Ｃ’に沿ったヒューズ部７２１の横断面積、線Ｂ－Ｂ’に沿ったヒューズ部７２
１の長さ、および／またはヒューズ部に使用される材料は、ヒューズ部７２１の抵抗に寄
与する。いくつかの実施形態では、ヒューズ部７２１の横断面積、長さ、および／または
材料の１つ以上が、所望の、例えば最大の電力が電源によってヒューズ部７２１に供給さ
れるように選択される。例えば、最大電力は、ヒューズ部７２１のインピーダンスが電源
の内部抵抗と実質的に等しい場合、ヒューズ部７２１に供給され得る。インピーダンスマ
ッチングは、トリガ回路スイッチが起動される場合に、ヒータ７２０への電力の効率的な
伝達を保証する。
【００３６】
　図８は、集積フォトダイオード８００と、応力負荷された基板８１０上に配設された異
なる横断面積を有する２つのテストヒータ８２１、８２２とを含むテスト構造の写真であ
る。様々な実施形態において、ヒータは、Ｍｇ、ＭｏＣｒ、またはＣｕを含む。いくつか
の実施形態では、ヒータは、２．８μｍ厚のＭｇ膜であり、長さ３ｍｍ×幅５００μｍの
ストリップにパターニングされている。ヒータ材料としてＭｏＣｒを利用する実施では、
ヒータはフォトダイオードのｎコンタクト電極と同時に製作でき、１つのマスキングおよ
び１つの堆積工程を省くことができる。Ｃｕヒータを使用する実施では、約１．７μｍの
膜厚は、Ｍｇヒータと非常に類似のインピーダンスおよびヒューズ特徴を生じる。
【００３７】
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　いくつかの実施形態では、所望のトリガ信号は、プレゼンテーションを行うために典型
的に使用される低電力の従来のハンドヘルドレーザポインタからの光である。典型的な波
長は、５３２ｎｍ（緑色）または６５０ｎｍ（赤色）のいずれかである。自己破壊シーケ
ンスは、離れた場所から光検出器６００上にレーザポインタを向けることによって起動さ
れる。光検出器６００は大きな動的応答を有するように設計されてもよく、自己破壊光ト
リガ刺激が検出されたときに電子スイッチを確実にトリガさせるが、通常の周囲光に曝露
したときはトリガさせない。この性能特徴は、層の厚さと活性領域面積との適切な組み合
わせを選択することによって達成される。
【００３８】
　活性領域の面積は、容易に見ることができ、例えば、１５フィートまでの距離からレー
ザポインタで目標にすることができるように十分に大きくなければならない。しかしなが
ら、面積が大きすぎると、周囲光によって引き起こされる光電流が非常に大きくなり、自
己破壊プロセスがトリガされる可能性がある。いくつかの実施形態では、光検出器は、表
１に示すｉおよびｐのａ－Ｓｉ層の厚さの選択肢と組み合わせて３ｍｍ×３ｍｍの活性領
域サイズを有することができ、イオン交換されたガラス応力負荷基板上に配設された活性
領域に集積された薄膜光検出器の例示的な構造を提供する。
【００３９】
【表１】

【００４０】
　図９は、３ｍｍ×３ｍｍの光検出器が暗い所にある場合、明るい蛍光灯室内で周囲光に
曝露される場合、近接して明るい携帯電話ＬＥＤフラッシュライトで照射される場合、お
よび典型的な５ｍＷ緑色レーザポインタで照射される場合の光電流応答を示す。周囲光と
トリガ光との間の光電流応答のコントラストは２桁を超えるので、本明細書に開示された
デバイスアーキテクチャは、自己破壊スイッチがいつトリガされるかを決定する閾値光電
流を選択するための広い設計マージンを可能にする。例えば、いくつかの実施形態では、
自己破壊スイッチは、光電流がセンサの周囲環境によって生成される予想される最大光電
流の約２倍であるとき、電源をヒータに接続するようにトリガするように設計することが
できる。
【００４１】
　いくつかの実施形態では、光検出器は、活性層と一緒に電極／リードが自己整合的に形
成されるように製作され、活性領域を基板の周辺に接続する電気配線リードを含む完全な
デバイスを、２つ以下のマスキング層を用いて製造可能にする。図１０は、いくつかの実
施形態による光検出器を製造するプロセスを示すフロー図である。図１１Ａ、図１１Ｂお
よび図６Ｂは、光検出器を製造するプロセスを示す上面図を図式的に示す。
【００４２】
　光検出器は、まず、応力加工された基板上に任意のバリア層を堆積させることによって
形成されてもよい。次に、バリア層上に第１の電極層を堆積する１０１０。いくつかの実
施形態では、第１の電極層は、バリア層上にスパッタリングされるＭｏＣｒ合金を含む。
第１のドープされた半導体層が第１の電極層上に堆積される１０２０。第１のドープ層は
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、例えば、ＰＥＣＶＤによって堆積されたｎドープされたａ－Ｓｉ層であってもよい。
　次いで、第１のドープされた半導体層およびその下にある第１の電極層は、例えば、第
１の電極層／第１のドープ層のスタックの第１のマスキング工程を介するフォトリソグラ
フィパターニング、続く第１のドープ層のＣＦ４プラズマエッチングおよび第１の電極層
の化学的湿式エッチングによって、パターニングされて１０３０、第１の電極領域を形成
する。
【００４３】
　図１１Ａは、第１のパターニング工程後の第１電極／第１ドープ半導体層スタックを含
む第１の電極領域１１０１の上面図を示す。真性層、例えば真性ａ－Ｓｉおよび第２の反
対にドープされた層、例えばｐドープされたａ－Ｓｉが、パターニングされた第１の電極
領域の上にＰＥＣＶＤにより堆積される１０４０。第２の電極層は、第２のドープ層の上
に堆積される１０５０。例えば、第２の電極層は、スパッタリングによって堆積されたＩ
ＴＯを含んでいてもよい。第２の電極層は、例えば、図１１Ｂのパターン１１０２に従っ
て、第２のマスクを通したフォトリソグラフィ露光、続いてＨＣｌ酸による化学エッチン
グによってパターニングされる１０６０。真性および第２のドープ層は、同様に第２のマ
スクを用いて、例えばＣＦ４プラズマでエッチングされる。この第２のパターニング工程
は、活性領域内の第２のドープ層および真性層をパターニングするだけでなく、先のパタ
ーニング工程で形成された第１の電極領域の第１の電極層の上の第１のドープ層の残りの
部分を選択的に除去する。最終的な結果は、電極が２つのマスキング工程で自己整合様式
に活性領域と共に形成できる図６Ａおよび図６Ｂに示すデバイス６００である。いくつか
の実施形態では、第１の電極層およびヒータは、同じ材料から同時に形成することができ
る。
【００４４】
　図１２Ａは、本明細書で開示される実施形態による光検出器センサ１２３１を含む自己
破壊デバイスの回路図を提供する。いくつかの実施形態では、トリガ回路１２３０は、図
９のグラフに示されている周囲光とレーザ照射された値との間の中間である約６０μＡの
センサ１２３１からの光電流でスイッチ１２３２を起動させるように構成される。この選
択により、光検出器１２３１は、広範囲のレーザ出力レベルを有するレーザポインタで照
射された場合に信頼性のあるトリガを確実にしながら、自己破壊シーケンスをトリガする
ことなく広範囲の周囲光条件に曝されることが可能になる。
【００４５】
　トリガされると、光検出器１２３１からの光電流は、電子スイッチ１２３２を閉じ、応
力加工された基板上に集積された薄膜ヒータ１２２０の第１端子１２２１を電源１２４０
に接続する。第１端子１２２１がスイッチ１２３２を介して電源１２４０に接続される場
合、電流は、電源１２４０の正端子から、端子１２２２、ヒータ１２２０、端子１２２１
、スイッチ１２３２、および電源１２４０の負端子を通って回路中を流れる。ヒータ１２
２０に供給される電力により、ヒータの急速な温度上昇を引き起こし、その場所で基板を
損傷する。この損傷は、基板が組み込まれた機械的ストレスを放出し、小片に自己破壊す
る原因となる。図１２Ａに示す実施形態では、ｐ－ｉ－ｎ光検出器１２３１およびヒータ
１２２０を自己破壊基板上に集積させてもよく、電子スイッチ１２３２は基板から外部に
位置するシリコン制御整流素子（ＳＣＲ）である。例えば、ＳＣＲは、６０μＡに近いト
リガ電流を有する部品番号ＳＴ　ＴＳ１１０－７の市販のサイリスタであってもよい。代
替の実施では、ＳＣＲスイッチは、図１Ｂに示されるように自己破壊基板上に集積するこ
とができる。いくつかの実施形態では、トリガ刺激がその後除去された場合であっても、
接続がラッチし、一但トリガされたらスイッチはオンになったままであるため、サイリス
タは適切なスイッチである。一旦トリガされると、センサは自己破壊シーケンスに影響を
与えずに損傷され得るまたは機能しなくなり得る。
【００４６】
　図１２Ｂは、本明細書に開示された実施形態によるＲＦ起動スイッチ１２３３を含むセ
ンサを含む自己破壊デバイスの回路図を提供する。トリガされると、ＲＦ起動スイッチ１
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２３３を通る電流は電子スイッチ１２３２を閉じ、応力加工された基板上に集積された薄
膜ヒータ１２２０の第１端子１２２１を電源１２４０に接続する。第１端子１２２１がス
イッチ１２３２を介して電源１２４０に接続される場合、電流は、電源１２４０の正端子
から、端子１２２２、ヒータ１２２０、端子１２２１、スイッチ１２３２、および電源１
２４０の負端子を通って回路中を流れる。ヒータ１２２０に供給される電力により、ヒー
タの急速な温度上昇を引き起こし、その場所で基板を損傷する。この損傷は、基板が組み
込まれた機械的ストレスを放出し、小片に自己破壊する原因となる。図１２Ｂに示される
実施形態では、ＲＦ起動スイッチ１２３３および電子スイッチ１２３２は、図１Ｃに示す
ように、基板の外部に配置されてもよい。代替的な実施では、図１Ａおよび／または図１
Ｂに示すように、ＲＦ起動スイッチ１２３３および／または電子ＳＣＲスイッチを自己破
壊基板上に集積することができる。
【００４７】
　図１３および図１４は、いくつかの実施形態によるトリガ回路の動作を詳細に示す。図
１３は、自己破壊プロセスを監視するための回路の様々な位置に配置された電気試験プロ
ーブの図を示す。図１４は、自己破壊プロセス中の様々な時間における対応するオシロス
コープ信号（ＣＨ１、ＣＨ２、ＣＨ３）を示す。オシロスコープのチャンネル１（ＣＨ１
）は、電源の正端子の電圧（Ｖｂａｔｔ）およびヒータとスイッチの間の接続電圧（ＶＳ

ＣＲ）を測定する。オシロスコープのチャンネル２（ＣＨ２）は、ヒータおよびスイッチ
を通る測定電流を電圧として表す。オシロスコープのチャンネル３（ＣＨ３）は、ＶＳＣ

ＲとＶｇａｔｅとの間のＳＣＲ両端の電圧を測定する。信号トレース内の電圧の変化は、
アーミング状態（回路準備完了）からトリガ状態（電子スイッチ閉状態）、溶断状態（ヒ
ータバーンアウト）、および基板の破砕（基板は自己破壊する）までの自己破壊プロセス
の進行を示す。図１３および図１４に示す例では、ヒータが溶断する時間はトリガから１
３４ｍｓｅｃであり、基板が破砕するまでの時間はトリガ後１７３ｍｓｅｃである。図１
３および図１４に示すモニタリング技術は、薄膜材料および処理パラメータの選択肢を開
発および選択するため、および自己破壊シーケンスに対する全体的な影響を特徴付けるた
めに有用である。
【００４８】
　図１５Ａから１５Ｄは、光検出器１５２１がレーザポインタで照射されたときから基板
１５１０が自己破壊した後までの一連の写真を示す。図１５Ａは、保護エンクロージャ１
５０５内の基板１５１０と、最前面のレーザポインタ１５０１とを示す。図１５Ｂは、レ
ーザポインタからの光で照射された光検出器１５３１を示す。図１５Ｃは、自己破壊を受
ける基板１５１０を示し、図１５Ｄは、エンクロージャ１５０５の底部の破砕された基板
片１５０２を示す。
【００４９】
　図１６Ａから図１６Ｄは、ＲＦ起動スイッチ（図示せず）がキーフォブＲＦトランスミ
ッタ１６０１によって起動される前から基板１６１０が自己破壊した後までの一連の写真
を示す。図１６Ａは、保護エンクロージャ１６０５内の基板１６１０と、最前面のＲＦト
ランスミッタ１６０１とを示す。図１６Ｂは、ＲＦトランスミッタ１６０１が起動されて
いることと、ヒータ１６２０が溶断の過程にある輝点とを示している。図１６Ｃは、溶断
した後のヒータ１６２０を示す。図１６Ｄは、基板１６１０の自己破壊後の写真である。
【００５０】
　特に断らない限り、明細書および特許請求の範囲において使用されるフィーチャサイズ
、量および物理的特性を表現するすべての数は、用語「約」によってすべての場合に修飾
されることが理解されるべきある。従って、反対のことが示されない限り、前述の明細書
および添付の特許請求の範囲に記載される数値パラメータは、本明細書に開示される教示
を利用する当業者が得ようとする所望の特性に依存して変動し得る近似値である。終点に
よって数値範囲が使用されることは、この範囲内のすべての数字（例えば１～５は１、１
．５、２、２．７５、３、３．８０、４および５を含む）およびこの範囲内のいずれかの
範囲を含む。
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